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コミコ．ニテイの受託看としての企業
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有機体としての企業に関する墓本的概念について　　要約
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グレッグ・マクラウド／翻訳：菅野正純（協同総研）（2000年11月、東京）

1．近年の合併や企業集中に関する統計を見る

と、企業権力が世界においてきわめて強烈な

力であることが見て取れる。家族構造や政治

構造、社会構造はすべて、変化の手段として

の重要性を滅少させてきた。企業権力が、生

活のあらゆる側面を決定し形成している。

2．私は企業を、企業内部で働く人びとと区別

された、道徳人（mora1pers㎝）ととらえる。

歴史的には、企業は道徳人ないしは法人

（1ega1person）であって、単なる諸個人の組織

ではない。企業としての企業は、活動し、法

を破ることもある。このことは、企業の中で

そうしたことをする諸個人とは区別される。

杜会の中で善ないし悪をなす個人について語

れるように、杜会の中で善ないし悪をなす企

業について語ることができる。このことは、

協同組合か資本主義企業であるかに拘わりな

く、すべての企業に当てはまる。

3．企業は一定の志向を有する。企業は、個々

人の志向と同様に、目標や最終目的を持つこ

とができる。道徳的作用（mora1agenCy）は、

それらの目標や目的に基づくものと考えられ

る。企業は自らの優先順位を選択するのであ

る。シカゴ大学のミルトン・フリードマンは、

企業の主要目的は株主価値の増大であると考

えているが、これは恋意的である。私は、そ

れとは別の、雇用創出やコミュニテイの改善、

環境保護などといった目標の選択もありうる

ことを、主張する。

4．創造：企業は自然につくられたものではな

い。その存在は国家に依拠している。有限責

任のような特権と引き換えに、企業はその杜

会の国家に奉仕しなければならない。（英国）

国王と女王は、企業が王国を拡大することを

前提に、貿易独占の勅許を企業に与えたので

ある。勅許による特権は、国民への奉仕と引

き換えに与えられたのである。

5．（説明）責任：企業は国家がつくった人為

的な人であるから、国家に対して、また、そ

れが事業を行なうコミュニティに対して、企

業は貢任を負う。A市にあるbranch工場が、B

市の親工場の利益を至上として活動するとし

たら、間違いであると私は考える。これは、

企業構造を通じた、ある市に対する別の市か
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らの搾取となるからである。

6．株主（Shareholders）：株主は架空の所

有者にすぎず、企業における真の提携者

（aSSOCiateS）ではない。株主は、せいぜいのと

ころ、資本の貸し手（lenders）と見るのが妥

当である。

7．企業の真の構成員ないしは提携者は、労働

者、経営者と資本である。

8．結諭：企業構造（企業の仕組み）は、時代

遅れになっている。企業は杜会の根本的な必

要に役立っていない。法律は杜会から立ち遅

れている。新たな種類の企業構造が求められ

る時である。

　グローバル企業は、いかなる地域のコミュ

ニテイに対しても忠誠心を持たない。私は、

われわれが、個別の地域コミュニテイの経済

的二一ズを自らの目的とする、新しい企業形

態を必要としていることを、提起する。企業

が、個々のコミュニティの二一ズにとって有

効な仕組みとなっていくことである。そのと

き、地域に根差した企業は、グローバル企業

に対する拮抗力として役立つことができる。

地域に根差した企業は、小さいものである必

要はない。しかし、それらは、国際的な合併

（merger）を通じて大きくなっていくものでは

ない。むしろ合併は、スペインのモンドラゴ

ンやイタリアのエミリア・ロマーニャの場合

のように、地域的なものとなるだろう。これ

らの事業構造は、地域の統合に基づくもので

ある。

　協同組合運動の指導者は、法的な観点から

すれば協同組合が企業であることを、しばし

ば忘れている。協同組合が企業であるとすれ

ば、グローバル企業の展開について深く検討

することが重要である。協同組合は選択を求

められている。すなわち、世界規模での杜会

改革のプ部となるのか、世界的規模での社会

の劣化の一部となるのか。協同組合は、出資

者だけに役立つのか、コミュニテイ全体に役

立つのか、という選択である。日本の伝統が、

杜会的責務に基づく企業システムを維持して

いる一方で、日本の大企業はグローバル経済

の一部となりつつあるように思われる。そこ

では、グローバルな市場によって株の購入が

可能である。その結果、日本企業の所有権は、

フランスや合衆国ないしその他の国に移動し

ていくことが可能になっている。

　1960年代を通じて、「企業」は杜会活動家に

とって、主要な悪の代名詞であった。ヒッピ

ーやその支持者は、戦争のゆえに軍産複合体

を非難し、貧困のゆえに人銀行を非難するな

どといったことを、当然行うものと見なされ

ていた。株主総会への座り込みやデモは急進

的な改革運動の年中行事の一部となっていた。

杜会の大部分の人びとは、そうした運動を黙

認していた。ちょうど、人学の新入生が馬鹿

なことや突飛なことをやる時期を通り抜けて

いくことを黙認するように。その後、大多数

の人びとは通常の活動に復帰して行き、そう

した周辺的な一時的流行や運動は死に絶えて

いくだろうと考えるようになった。西欧世界

の圧倒的多数の人びとにとって、体制はきわ

めて良好に機能していたのである。

　60年代に生きたわれわれのような人間にと

って、ジョージ・ソロスのような億万長者の

資本家から、これらと類似した批判を耳にし
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たことは、うれしい驚きであった。広く流布

している『アトランテイック・マンスリー』

において彼は、企業システムは基本的な民主

主義にとっての脅威である、と警告したので

ある。次いでわれわれは、合衆国労働長官、

ロバート・ライシュの主張を目にした。彼は、

現代の巨大な、全国的・国際的企業を公然と

批判した。ライシュは、自らの著作とメディ

アのインタビューの中で、現代企業が社会に

対してしかるべく役立っていないことを指摘

した。彼は、多くの企業が規模縮小（ダウン

サイジング）をすると共に利潤を拡大してい

ることに、非常な憂慮を覚えている。現実に

は、政府が経営環境の改善と技術向上の施策

をとることによって、大企業のいっそうの拡

大を容易にしている。政府の促進策はいわゆ

る雇用なき回復を引き起こしている。結論と

して彼は言う。われわれは、新しい種類の企

業をデザインしなければならないかも知れな

い、と。

　パリの『ル・モンド・ディプロマテイク』

は、時事問題に関する良質な国際刊行物の一

つである。1997年4月号で、同誌は、信じられ

ないようなぺ一スの資本集中についての最近

の調査結果を報告した。これによれば、『ル・

モンド』が「多国籍企業によるグローバル政

府」と呼ぶような事態がもたらされている。

報告は、「自由市場の栄光」の名の下に東欧と

旧ソ連が「植民地化」されたこと、先進資本

主義国における4100万人の失業にも拘わらず

「（中国を除く）世界中の製造業が、その能力

の70～75％しか稼動させていない」ことを明

らかにしている。「上位200企業はコングロマ

リット（複合企業体）であり、その世界的な

活動は、第一次産業、第二次産業、第三次産

業の区別なく、大規模農業開発から製造業、

金融サービス、商業など、すべての部門をカ

バーしている。地理的には上位200企業は、次

の諸国に分けられる。すなわち、日本（62）、

合衆国（53）、ドイツ（23）、フランス（19）、

英国（11）、スイス（8）、韓国（6）、イタリア

（5）、およびベネルックス三国（1）である」。

それらの事業高7850兆ドルは、1995年におけ

る世界のGNPの30％に相当する。『ル・モン

ド・デイプロマ・テイク』は、実際には集中は

数字が示すよりもはるかに大きい、と解説し

ている。

　たとえば、世界第1位の企業である三菱は、

上位200企業に属する5つの企業を所有してい

る。彼らの帝国は、日本の白由民主党の資金

の37％を支払っており、これによって政治シ

ステムを完全に腐敗させている。韓国では、

その6企業が1985年から1995年の間に上位200

企業に踊り出た。その最大企業である大宇は

520億ドルを超える事業高を上げ、ユニリーバ

ーとネスレを上回っている。韓国における最

大30企業グループは、国のGNPの5分の4を超

える事業高を有している。

200メガ企業（190億ドル超の年問売上を有するもの）

国　　　　　数　　　売上 ％

合衆国　　　　74　　　2，776 36．5％

日本　　41　1，830 24．1％

ドイツ　　　　23　　　　958 12．6％

その他　　　　62　　　2，028 26．8％

計2007，592 100％
（単位10億ドル）

　世界で最も豊かな3カ国の国民が、48の最貧

国の年間総生産高を上回る資産を有している。

世界の人口は60億である。このうち30億人は、

1日2ドル以下で暮らしている。1998年におい

て、世界人口の3分の2は、電話を持っていな

い。（資料：『ル・モンド・ディプロマテイク』

1999年12月、国連および年次報告より）
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　われわれの行う価値判断に拘わりなく、事

実は、大企業が世界において莫大な力を持ち、

今日の世界における生活のあらゆる側面に影

響を及ぼしているのである。だとするなら、

われわれはそれに対して何を為すべきか、あ

るいは何を為し得るのか？

企業を放逐するのか？

　多くの大企業批判者は、経済開発と民主主

義における対案として、小企業セクターに目

を向けている。コミュニティ活動家と政府の

計画立案者の双方が、われわれの経済的苦悩

の解決策として、このセクターを提案してい

る。政府の統計担当者は、多数の新たな雇用

が小企業セクターにおいて創出されたことを

指摘している。小企業が健全なコミュニティ

にとって本質的に重要であることは当然であ

るが、杜会全体の未来を決定する上で大企業

の決定的に重要な役割を無視するという誤り

にも、われわれは容易に陥りがちである。現

代経済の獅子の分け前は、先に見たように、

大企業によってコントロールされ、決定され

ている。小企業セクターは一般経済に依存し

ており、一般経済は大企業に依存している。

大企業が合併や拡張によってより大きくなり

続ける一方で、彼らは労働力を削減し、富の

総出力を拡大している。小企業セクターは、

その労働力を増加させているが、それがコミ

ュニティの生き残りを決定することにはなら

ない。疑いなく、主要な経済的てこと趨勢決

定者（トレンド・セッター）は、大企業セク

ターの中に存在する。われわれが好むと好ま

ざるとに拘わらず、大企業セクターが変革の

主要な担い手なのである。

　もしわれわれがこうした巨大な権力複合体

を解体し、経済活動を小企業に転換できると

すれば、それは偉大な改良であろう。だがそ

の場合、われわれには自動車や飛行機は生産

できないだろうことも、われわれは知ってい

る。企業という形態を通じて、大量の資本と

人間の専門技術が、莫大な経済的任務を遂行

するために集められている。それらは、経済

的変化をつくりだす強力な手段を成している。

現代的な企業形態は、産業革命を通じて欧州

に鉄道や運河を建設するという挑戦課題によ

って促進された。新しい自動車や飛行機を開

発し製造するという経済的機能は、大企業な

しには決して遂行することはできなかった。

大企業がわれわれの世界に多くの害悪を為し

たことは確かであるが、繰り返せば、われわ

れは彼らなしには、ほとんど生きていけない

のである。社会改革に参加する人びとが、企

業的技術の有用性を過小評価することは、深

刻な誤りである。個人企業家が管理する自由

な小企業経営への回帰を要求するとき、われ

われがそうした重要な専門手段を活用してい

ることを、多くの人びとは忘れている。この

専門手段は、企業という形態が、個々人とし

てはできないことを、個人のグループが一つ

の仕組みの中で一緒に働くことで達成可能に

したがゆえに生み出されたものである。最近

の2～300年の間に、事業形態としての現代企

業は、現代経済の発展のエンジンであったこ

とが、きわめて明白となった。毛沢東が、文

化革命の中で、大規模鉄鋼産業複合体にブレ

ーキをかけて、裏庭の鉄鋼炉を推奨した動機

はよかったかも知れない。だが、明白な技術

的理由から、裏庭鉄鋼炉は機能しなかった。

大企業の存在そのものに反対することは、し

ばしば無駄な儀式となる。よく考えれば、企

業システムだけが提供できる種類の生産物を、

われわれの多くが評価し、利用しているから

である。
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スミスよりも前に存在していたのである。あ

る人は、企業の起源は中世の修道院にまで遡

るという。中世の教会法は、生身の個人と、

法ないし国家によって構成される道徳人を区

別した。個人を罰することができるのちょう

ど同じように、法人ないし道徳人を罰するこ

ともできた。個人に責任と任務を与えること

ができるのとちょうど同じように、宗教団体

や修道院にも任務が与えられた。歴史家は法

人のこの概念が、ローマ法から教会が採用し

たのだと、指摘することになるだろう。

　イングランドは、立憲君主制を発展させた

最初の国民である。そこには、国権を有する

被選出議会が存在した。英語（英国民）は、

責任（resp㎝sibi1ities）と権限（powers）の区

別にやかましい。企業のアメリカ的形態は、

実際にはイギリス法からもたらされたもので

あり、それゆえ私は、企業体についての伝統

的な英国の理解に依拠することとしたい。ピ

ーター・ニューマンは、その「ハドソン湾会

杜（Huds㎝s　Bay　Company）」の歴史記述にお

いて、18世紀のある事件について述べている。

海軍司令長官（Lord　of　the　Admiraユty）が

王国の北の国境を拡張するための調査に、船

を提供するよう求めた事件である。会社は、

事業が絶好調ですべての船を使う必要がある

ことを理由に、辞退した。海軍司令長官は、

このような国民（natiOn）の必要に役立つこと

を拒絶したことに激怒し、議会をして彼らの

企業資格を取り消させると桐喝した。この企

業資格は特権として前世紀に与えられたもの

であった。さらに、この特権は、議会の意志

によって取り消すことができた。

　いまや、企業が組織的に活動する諸個人の

集合以上のものであることは、明白であろう。

機械的一体性か、有機的一体性か

　歴史的には、個人として活動する個人と、

「道徳」人ないし「法」人の部分として活動す

る個人を根本的に区別する長い伝統がある。

あなたは、自らの名において活動しているの

か、団体の名において活動しているのか？団

体（corporati㎝）という用語は、今日のわれ

われが使っている狭い用法よりも、はるかに

広い意味で使われていた。修道院の修道士た

ちや、中世の石エギルドの構成員、あるいは

オクスフォード大学の教授たちは、団体と見

なされていた。彼らは、一つの身体ないしは

「からだ」として活動し、団体外部の上級権威

が彼らに付与する使命を遂行するものであっ

た。上級の権威となるのは、国王ないし宗教

権威であった。現代の学生にとって、諸個人

の身体が一つの集合体として活動できるとい

うことを理解するのは、難しい場合が多いこ

とだろう。個人主義と自己利益の力がわれわ

れの世界を支配しているからである。いった

ん中世の「団体」が形成されると、それが多

様な目的に向けられるようになる、と理解さ

れるようになった。

　こうした伝統においては、全体は部分の総

和以上のものである。団体は、単なる個人の

集合ではない。団体はそれ自体が定義可能な

実体であり、これに対して行為を帰属させた

り、個々の構成員の行為を超えた責任を要求

することができる。

　有機的な全体においては、部分に何が起こ

ろうとも、それは全体に影響する。私が腕に

痛みを感じる時、痛みを感じるのは腕でなく、

私が痛みを感じるのである。私は、単に私の

手や私の心にとって良いことを考えるのでは
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なく、私にとって良いことについて考えるの

である。言い換えれば、有機的全体は、機械

のように、白立的な部分に分解し切ることが

できない。機械的一体性か有機的一体性かの

区別は、貢任の帰属において大きな役割を果

たすことになる。その個人は団体の有機的部

分として行為しているのか、団体とは別の個

人として行為しているのか？ある意味で、個

人のアイデンティティは、「団体の役員として」

から「私的個人」へと変化している。われわ

れはこのことの重要な意義を、「有限責任」と

いう用語の下に見出すことになるだろう。

歴史的詣側面

　ルネッサンス期に、集合的身体の概念は、

世俗的（脱宗教的）なものとなった。個人の

権利のこの新たな時代の中で、集合的コミュ

ニティの価値は弱まったのである。団体の概

念は、19世紀の自由放任資本主義によって、

歪曲されるようになった。その伝統を受けて、

シカゴ大学の経済学者、ミルトン・フリード

マンは、成長にとって自己利益が必要である、

と主張している。彼にとっては、企業

（corporation）は、制度化され
（institutiona1ized）、合法化された
（1egidmized）、貧欲の探求者とならなければな

らないのである。「企業が杜会において、社会

に対して有する唯一の義務は、自らの株主に

対して利潤を生み出す仕事に遭進することで

あって経営者は、株主の目標を実行するため

に指名された代理人である」。先に示したよう

に、ますます多くのビジネス専門家が、この

ような単純化された概念に同意しなくなりつ

つある。

　著名な法律史の著者であるLGB　Gowerは、

それらの（企業の？）法的起源に立ち帰って

いる。その標準的な教科書においてGowerは、

現代の企業は、英国や北アメリカで立法者が

それらを制定した法的意図と、ほとんど関係

がなくなっている、と書いている。Gowerは、

企業（事業団体business　co叩orati㎝）の株主所

有は、法的な虚構である、と指摘している。

むしろ彼らは資本の貸し手であり、真の管理

者は専務取締役（mamging　directors）である。

彼は、企業を改革し、それをより適切な指導

体系に服させる時である、と提起している。

　企業は法人であり、そのようなものとして、

単に利潤を生み出す以上の責任と目的を持っ

たものとして企業を論ずることが妥当である

と思われる。ライシュと同様、彼にとっても、

企業は法の被造物であり、そこからの責任を

伴うものである。法律は現実に立ち遅れる。

だからこそ、ついには、法律が現実を反映す

るように改正されるのである。

　ハドソン湾会社がわれわれにとって特に興

味深いのは、それが今なお繁栄を続け、アメ

リカの歴史とほぼ匹敵する歴史を有している

からである。まさにこの会杜こそ、北アメリ

カ、とりわけカナダの歴史そのものの一部を

成している。英国の貿易商たちは、バルチッ

ク貿易に代わり得る、北米の毛皮産地を捜し

求めていた。彼らは、フランス人とオランダ

人が北米の毛皮貿易でたいへん成功したこと

を知っていた。1670年、チャールズ王はつい

に冒険者たちのグループに勅許を与え、ハド

ソン湾貿易の独占を認めた。

　重要なのは、国王の意図、さらに推論する

なら、当事の社会の意図である。勅許を読む

と、「勅許の他の条項において、いくつかの条

項は、狭義の商業的な企業以上に、当事の植
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民地化冒険事業に対して、明らかにより多く

留意している。“真実にして絶対的な君主”

および、ハドソン湾として緩やかに規定され

た広大な地域の“所有者”も、会社の構成員

となっている」。この企業（団体）は、いわゆ

る民間企業の私物ではなかった、と言うこと

ができる。それは、企業人たちの小グループ

の自由な意志に委ねられ、利潤動機と「見え

ざる手」に導かれる私企業ではなかったので

ある。ライシュは勅許を受けた会社が公的義

務を与えられることは一般的であった、と指

摘している。それらの会杜は、土地と宗教、

および政府を防衛する責任を負わされた。そ

の最初の200年間の歴史を通じて、ハドソン湾

会社は、その公的目的を達成していないかど

で、しばしば非難されている。1741年、初代

海軍司令長官は、北回りの太平洋への航路を

発見しようとする海軍の努力に対して、会社

が協力を拒否したとき、激しい怒りを表明し

ている。彼は、「陛下のおかげで古い勅許状を

有して存在している会社が、疑いもなくいく

つかの不履行を為すとは、言語道断である」

と述べている。

　英国議会の議員は、企業が国民の期待する

ような役に立っていないという非難をもって、

しばしば企業に挑んでいる。Gowerのような

法律著作家が指摘しているように、19世紀半

ばの英国では、企業全体が公共目的の充足に

失敗している、という議論が盛んに行われて

いた。重要なこととして、企業の側も自らの

公共目的を否定していないことを明記してお

く。公共目的が引き受けられていたのである。

その上で、それが現実に行われているかどう

かが問題にされていたのである。

企業はその本性そのものからいって、公共

目的を持っているのだが、彼らはそのことを

忘れ、公衆（the　pub1ic）も忘れているのだ。

これが私の主張である。法的な観点からの分

析は、企業貢任に関するあらゆる議論にとっ

ての、良い出発点である。すぐれた法律著作

家は、国民が自らの法律を通じて何を達成し

ようとしたのかを、われわれに示している。

法律は、国民の意志の公的な表現なのである。

　本研究は、法的な構築物としての企業にの

み焦点を当てている。Gowerは、企業あるい

は社会におけるその他の機構について、きわ

めて啓発的な観点を提示している。（すなわち）

法律は現実に立ち遅れる。社会状況が変わる

とともに、法制当局は新たな法的仕組みを考

案して、杜会が新たな状況に対処できるよう

にする。この意味で、法律は常に時代遅れと

なり、絶えず改革しなければならない。

　それゆえ、過去の意志を見ることを拒絶す

る者は、企業がなぜ今あるように構成されて

いるのかを、理解することができない。さら

に彼らは、現在の機構を神秘的な科学の秘儀

の内に祭り上げることを好んで、変化に対処

することができない。企業は個人としての人

間から類比したものである。それらは、特別

のアイデンティティを持った杜会であり組織

である。そ札らは、自らに付与された責任と

特権を有する、団体人（Corporate　person）な

いしは道徳人と呼ばれる。法律において、企

業は、人間個人に対比される道徳人と見なさ

れる。親が個人を生み出すように、国家は王

冠や法制文書（acts　of1egis1ature）を通じて道

徳人を生み出す。企業が道徳人であることを

理解することが、特段に重要である。それは

古くからの区別である。このようにして、わ

れわれは企業と、その企業の中の個人を対比

することができる。われわれは、個人が悪い

ことをして企業が良いことをする場合と、企

業が悪いことをして個人が良いことをする場
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合を区別しなければならない。繰り返せば、

法律家が知っているように、法律の意図が決

定的に重要なのである。国家の法律的働きに

よって構成される被造物の性格は、立法者の

意図に依存する。企業についての杜会的・法

律的意図に、われわれはもっと注意を払わな

ければならない。これが私の論点である。企

業に関する法の役割は単に規制的なものに留

まらない。法律は、私的企業人がつくりだす

実体（entity）に対して、単にほんの少し接触

しようとするものではない。法律は実体それ

自身をもつくりだすのである。法律の意図が

企業の「性格」そのものを決定する。ちょう

ど個人が悪くなり自らの性格を歪めるように、

企業も悪くなり自らの本質を歪めることがあ

りうる。

　もう一人の法学の権威Ho1dsworthは、この

点を次のように述べている。「こうして、まず

第一に、企業という形態は国王と商人の両方

によって評価された。それは、この形態が、

その構成員から区別された人工的な人をつく

りだすということよりも、それが政府の権限

と貿易上の特権を付与された団体をつくりだ

すからである。企業という形態が評価された

のは、会杜を構成する諸個人の利益よりもむ

しろ貿易組織（血ade　organizati㎝）および国家

の対外政策の観点からであり、商法よりも公

共の利益の観点からであった」。

　初期においては、国王は王の勅許を通じて

企業をつくりだした。重要なことは、それが

特権であるということではなく、国王の意図

する義務と結びついていたことである。今日

議会はこれらの権限を様々な政府機関を通じ

て実施しているが、法的な理解は同じである。

企業は、法的手続きを通じて生まれる、社会

の子どもである。こうした文脈において、国

家が企業のビジネスに何ら関知すべきでない、

と主張することは困難である。

南海泡沫会社（The　South　Sea　Bubb1e）

　先の企業の歴史の章においてわれわれは、

国王が企業に対して意識的に付与した概念を

強調しようとした。国王ないし国民は、植民

地の獲得や、法と秩序の維持、宗教の推進、

さらには、貿易と国家の歳入の増加などにお

ける貢任を付与した。ヨーロッパは、企業と

いう手段を、世界全体に自らの統制権を拡大

するために用いたのである。それは世界の利

益のためでなく、ヨーロッパの利益のためで

あった。

　企業の歴史における最大のショックは、

1720年頃、「南海泡沫会杜」が破綻した時に起

きた。それ以前の20年間、新たな貿易企業に

おいて、すさまじいブームが続いていた。つ

いに多くの企業が破産すると、国家は「バブ

ル法」をもって介入した。この法律は、新た

な企業の設立を厳しく制限するものであった。

公衆は、多くの企業の無思慮な行動にたいへ

ん憤慨するようになり、法的機関を通じて、

杜会が鉄槌を加えることとなった。百年間、

法人化を認められる企業は、ほとんどなくな

ってしまった。ここで明記しておかなければ

ならないのは、英国政府の反応は、南海の人

びとの損害を防止することではなかったこと

である。政府の関心は、イングランドの人び

との損害を防止することであった。

　社会が新たな産業技術を利用しようとする

なら、より多くの企業が必要である、という

ことに杜会が気づくには、19世紀までかから

なかった。1825年、バブル法は廃止され、新

たな企業の大規模なブームが起こった。もち

ろん、これは産業革命を継続しようとする場

合に、必要なことであった。われわれの歴史
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においては、自由放任資本主義の最高潮時に

おいてすら、企業が社会全体の支持を得て初

めて存在できたことは、きわめて明白である。

さらに企業は、社会全体の意図するやり方に

おいてのみ、存続することができたのである。

こうして、19世紀半ばには、有限責任につい

て公衆の議論が活発に交わされることとなっ

た。企業のこの特徴は、途方もない特権であ

る。もし個人、たとえばジョンが、個人、ア

レクサンダーを傷つけたとすれば、法律はジ

ョンの責任を認めることになる。たとえばジ

ョンが1，000ドルの損害を引き起こしたとすれ

ば、ジョンはアレクサンダーに支払わなけれ

ばならない。だが、ジョンが企業の構成員で

あり、企業の構成員としての資格において行

為したとすれば、彼には貢任がない。その個

人は、「企業のべ一ル」によって保護され、企

業が貢任を負うことになる。だが、企業に金

がないこともあり得る。その場合、あわれな

アレックスは、ジョンが億万長者の場合にお

いてすら、1ペニーも得られない。ジョンは有

限責任によって保護されているのである。彼

は、企業に株式として投資した金を失うだけ

である。彼個人の金は保護される。彼は企業

のスクリーンの背後に隠れることができる。

フランス語では、企業は、個人の私的な事実

が保護されることを指して、「SOCietdan㎝yme」

匿名の社会（an㎝ymOuS　SOCiety）と呼ばれて

いるのである。

所有対管理

（0WNERSHlP　VERSUS　CONTROL）

　「道徳人」の法的意味は、連合（aSSOCiati㎝）

を含んでいる。諸個人のグループが共通の活

動に参画するとき、国家が彼らを共通人

（comm㎝pers㎝）ないし道徳人として、一ま

とめにするのである。初期には、投資家がビ

ジネスに参加することは例外的なことではな

かった。金を投資す人びとは、活動に密着し

て、金の使い方に関わる決定に参加した。連

合は、具体的な活動に基づくものであった。

Gowerが教科書で指摘しているように、今日、

状況は根底的に変化した。投資家は企業の意

思決定に参加していない。今日、大部分の著

者はこのことを認めている。人企業の株を買

う人びとは、それらの企業を管理していない。

事実、Gowerは、次のように述べている。す

なわち、今日の株主は、単に企業に金を貸し、

配当を受け取っているにすぎない。配当は貯

蓄に対する利子を銀行から受け取ることと、

大きな違いはない。現実には、企業が今日行

っていることに対して、所有者に貢任がある

というのは、法律上の虚構にすぎない。法律

は常に現実に立ち遅れる。杜会状況は変わり、

法律は新たな状況に対処すべく、改正されな

ければならない。社会が、社会的経済的進歩

を促進するために、議会を通じて、バブル法

を廃止すべきであると決めたのも、そうした

ことであった。

　Gowerは、われわれの現在の会杜法は、き

わめて時代遅れになっている、と指摘する。

企業の提携者は株主ではない。実際の提携者

は、労働者と経営者である。さらに進んで、

一般公衆も提携者にならなければならない、

と言うことができるだろう。今や、企業とい

う概念が、ヘンリー・フォードによって発明

されたものでないことは、明らかである。大

学や修道院と並んで、われわれは数百年にわ

たって企業法人を持ちつづけてきたのである。

今日の企業法人
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　法人形態が病院や大学といった多くの部門

で用いられてきたことを認めることと共に、

ここでは企業法人のことだけを取り扱いたい。

古典的には「企業」は、それ自身自立した実

体である。それは、専門的に組織された資本

と人的資源の結合であって、経済的富の効率

的管理を通じて理事会が定めた目標を達成す

るためのものである。合衆国連邦最高裁判所

マーシャル長官は、次のように述べている。

「企業は、見ることも、手に触れることもでき

ない、ただ法についての考察の中にのみ存在

する、人工的な存在である。法の被造物であ

ることから、企業は、創立の特許状（the

ch汕er　ofcread㎝）が、明示的にか、あるいは

その存在そのものに付随して、企業に与える

財産のみを所有する。企業は、その想定に従

って、それが創造された目的を果たすよう、

最も良く計画（計算）される」。

　企業の現実に対する批判もまた、今世紀の

合衆国における最大の論点であった。1932年

に遡るが、バーリーとミーンズは、次のよう

に述べている。現代企業の興隆は、経済権力

の集中をもたらした。その権力は、現代国家

と対等な条件で競争できるほどである。自己

の利益に関わる時には、それは国家を支配し

ようとさえする」「現代の著述家たちは次の

ことを提案している。すなわち、巨大企業は

今日、利潤の最大化を第一にはめざしておら

ず、供給と需要に関する法の被造物というよ

りも、むしろ市場の条件と消費者需要の創造

者となっている。理論は、それが正しいとす

れば、われわれの会杜法の大部分を再検討す

ることを必然的に要求する」。

　ダーウィン的な意味での盲目的な進化の結

果というよりは、企業法人を過去の社会的権

威の側からの意識的選択の結果として見るこ

との方が、より有意義である。こうした観点

から、企業は、その本性そのものによって、

より大きな杜会の必要を洞察しなければなら

ない。その基本的存在は、公共の進歩（pub1ic

improvement）の手段として役立つことによっ

て、初めて正当化することができるのである。

少なくとも、18世紀英国の立法者たちは、企

業をそのようなものとして見ていた。

　英国とフランスにおける協同組合運動が、

19世紀に、工業企業の巨大な拡張の只中に起

こったということを、ここで明記しておくべ

きである。協同組合は、企業システムを改革

するものとして企図されたのである。だが、

協同組合企業は、適切な資源を計算して、主

要な経済権力となるようには、一度も経営さ

れてこなかった。

私物化（PR1VAT1ZAT10N）

　20世紀において、議会の意図を曲解する二

つの重要な事態が起こった。私物化と独占で

ある。

　先に論じたように、現代の企業法人の発展

は、社会進歩（soci刎improvement）の手段と

して、重要な意味を果たした。だが、その途

上で、今日の企業は、自らの存在理由を失っ

た。それまでの世紀においては、企業は一般

社会の利益のための手段ないしは道具であっ

た。今日、企業は杜会を、企業に利益を与え

る手段と見なしている。私的な株主の富の増

大が、今や企業の主要な目的である。存在理

由は転換した。この公共善の私物化
（P「ivatizatiOnofapub1ic　good）が、杜会にと

ってきわめて重要な制度を腐敗させる、第一

の主要な事態であった。U．S．スチールの代表

は、シドニーの会議で次のように述べている。

「間違えてはいけない。われわれは鉄を作るた
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めに（to　make　stee1）鉄鋼会社にいるのではな

い。われわれが鉄鋼会杜にいるのは、金を儲

けるため（tomakemoney）である」。彼らは

最大限の金が儲けられる所ならどこへでも支

社を設置しようとしている。彼らがより少な

い鉄を作ることによってより多くの金を儲け

られるなら、労働者が解雇されるかどうかに

はおかまいなしに、彼らは鉄の生産を減らす

だろう。このことは、経済的な財を生産する

という企業の基本的な公共目的を、現代企業

が尊重しえなくなっていること（現代企業の

失敗）に対する、恐るべき告発である。確か

にわれわれは、より多くの金の生産（producti㎝

of　more　m㎝ey）と、より多くの経済財の生産

（Pmducdon　of　more　economic　goods）がイコー

ルでないことを学んだ。もしそうなら、政府

の役割もはるかに単純になるだろう。彼らは

より多くの金を印刷するだけでよいのだ。

リスクと創造性

　現代企業の第2の頽廃は、リスクの排除であ

った。創造的努力は、常にリスクを伴う。創

造的であるとは、何か新しいもの、過去に存

在しなかった何かを付け加えることである。

それは、以前のパターンから離れることを伴

う。それは、課題の解決を伴う。創造的革新

は、依拠すべき以前の経験が少ないがために、

われわれがあまり知らない領域での活動を伴

う。このことは、多くの失敗がありうること

を意味する。予知しがたい問題が起こる蓋然

性がきわめて高いことを意味する。

　19世紀の英国で有限貢任が導入されたのは、

そうした創造性を促進するためであった。創

造的個人は、ある程度は苦しむにしても、完

全に打ちのめされることはないことが分かっ

ている限り、小さなリスクは喜んで引きうけ

るものである。19世紀における企業の成長は、

新たな、高度のリスクと損失をもたらした。

有限責任は、この問題を解決するために設計

されたものである。有限貢任を通じて、企業

はリスクを許容し、奨励さえする。企業に保

護されて、個人は新たな、そして創造的な経

済的努力を遂行することができる。この努力

は、きわめて大きい失敗のリスクを伴うが、

それでも彼らは、個人としては保護されるの

である。

　こうして、有限責任の考案がリスクを奨励

し、リスクが創造性を誘発した。企業の良識

は、リスクを参加する個人にとって耐えられ

るものにし、彼らが新しい創造的なベンチャ

ーに着手できるようにすることである。だが、

現代企業は、独占組織を通じて、国際的にリ

スクを排除している。独占的管理のために、

他のグループは創造的なベンチャーに着手す

るために必要な資源を管理することが許され

ないようになっている。

　きわめて大きな独占企業に競争相手がいな

いのだから、彼らは生き残るために創造的で

ある必要がなくなる。古い、試されずみの手

順を繰り返している間は、リスクはない。今

年の製品が、去年の製品と比べて、より良く、

より有用である必要もない。そのとき、企業

にとっての唯一の関心事は、経営幹部の収入

と威信を守ることになってくる。たとえば、

アメリカの三大自動車メーカーが日本の競争

相手から保護されていたとすれば、この2，30

年間に大幅な自動車の改良が行われるかどう

かは疑わしい。10年前には、自動車会杜の哲

学の一部として、計画的な廃車化が受け入れ

られていたのである。
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　企業進化に関する上記の回顧から、私は次

の結論に達した。

1．法人企業は、法律著作家のGowerや倫理学

者のGoodpasterが示したように、道徳的役割

を付与することができる道徳人であること。

2．企業は、国家の人工的な創造であり、それ

ゆえ（説明）貢任（a㏄omtabi1ity）と目的は

公的問題であり、単なる個人の私事ではない

こと。

　だが、このことは、われわれをさらなる問

題に導いていく。

1．株主の権利とは何であり、彼らは所有権を

主張できるのか？

2．従業員は、自分たちが富ないしは付加価値

をつくりだしているという考え方に基づいて、

第一義的な所有権を主張することができるか？

3．誰が企業の目標や目的を決めるのか？

4．どんな種類の（説明）貢任が求められうるか？

5．企業が生産にとって本質的な要件である以

上、社会的目的と財務的成長力をどう両立さ

せることができるか。

6．支社をもつ大企業の場合、誰の利益が優先

されるべきか。本社のコミュニティの利益か、

（支杜を）迎え入れたコミュニティの利益か？

　この種の問題のいずれもが、関連する無数

の他の問題を含んでいるが、法人企業の目的

と責任に関わる、われわれの主要な関心に関

連する、いくつかの側面にのみ触れることに

しよう。世界的規模の企業ネットワークの驚

くべき成長に照らして、他の読者にもそ例外

に多くの種類の疑問が生じてくることだろう。

一層多くの分析が行われ、いっそう多くの本

が書かれることが求められているが、真の回

答は実践と実験のなかに見出すことができる。

いくつかの実践事例が他の章で検討されるこ

とになっている。理論の中でうまくいくかも

知れないことが、実践においてうまく機能す

るとは限らない。

所有権

　多くの場合、企業の所有権は第二義的で相

対的な問題である。所有の形態は多様であり

うるが、財とサービスを集団的に生産すると

いう企業の機能は、常に存在し必要なことで

ある。アメリカのビジネス指導者たちが1970

年代にロシアを訪問した時、彼らは大規模工

業の類似性に驚嘆した。一方の体制が資本主

義で他方が共産主義であるにも拘わらず、作

業上の課題はきわめて類似していた。だが、

所有の問題は、貢任と目的に影響を及ぼし、

それらの諸側面が市場戦略の決定において重

大な結果をもたらすのである。

　今日、企業の法的所有権は、さまざまに異

なったやり方で構成されている。

1．いくつかの企業は、株の購入を通じて、株

主によって所有されている。フオードやロツ

キードといった大企業の場合のように、所有

者はしばしば遠くに離れている。

2．他の企業は、従業員ないしは顧客によって

協同組合的に所有されている。

3．別の企業は、非営利目的（not－for－profit）

で、コミュニティ全体によって効果的に所有

されている。これらを私はコミュニティ・ビ

ジネス企業（community　business
co叩oration：CBC’s）と呼んでいる。

　企業を所有しているのが、協同組合グルー

プであるか、地域コミュニティないしは遠く

離れた株主であるかのいずれにおいても、企

業は資本資源の操作を通じて財とサービスを

生産する実体（entity）である。この企業的実

体は、所有権に拘わりなく、上手に経営する

こともできるし、下手に経営することもでき

る。それはまた、コミュニティの発展に導く
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こともできるし、所有者の私的な富裕化に導

くこともできる。時には二つの動機が結果に

おいて一致し、別の場合には一致しない。と

りわけ発展途上諸国や発達した諸国の貧困地

域では、大規模な不在企業（non－resident

corporation）が、地域コミュニティを枯渇さ

せる手段となってきた。企業がどのように効

果的に生産をするかということとは拘わりな

く、決定的な要素となるのが、その目標や目

的である。このことは、われわれを根本的な

問いに立ち帰らせることになる。「企業は株主

のためにあるのか、それともコミュニテイの

ためにあるのか」という問いである。株主は

資本家ないし協同組合のいずれかでありうる。

いくつかの協同組合は明示的に広いコミュニ

ティ目的を引き受けているが、他の協同組合

はそうしていない。

　所有権は、事業法人の管理や指導に関わる

決定的な要因ではない、というのが私の考え

である。1950年代を通じて、企業は財産の一

片ととらえられていた。この財産は、資本家

であるか協同組合であるかを問わず、企業の

資本所有者に属するものとされていた。そこ

では、株主価値の増加を第一義とすることが

含意されていた。今日、第一義的な目的をめ

ぐって対立する主張があることが、ますます

広く自覚されるようになってきた。すなわち、

従業員や国民、顧客、地域コミュニティの福

祉、環境問題などの主張である。

刷新された概念（Renewed　ConCept）

　上記の議論に基づいて、刷新された概念を

提示する時がきた。事業法人は、国家によっ

て創造され、公共的役割の遂行と引き換えに

特権を付与された、法人ないし道徳人である。

公共的役割とは、杜会が必要とするような持

続可能なやり方で財とサービスを生産するこ

とである。株の売り出しは、企業が投機的な

基盤（specu1ative　basis）において金を借りる

手段であって、リスクに応じてその配当率

（rateofretum）は変化する。

　私のこれまでの叙述は、少なくともGower

が説明したような法的観点からは、立証しえ

た（防衛可能defensib1e）と考える。私はここ

で一歩進んで、一般株（comm㎝shares）とい

うカテゴリーを除去してみたい。実際的には、

一般株と優先株（prefered　shares）の間には大

きな差異はない。一般株は投票権があり、優

先株にはそれがない。大部分の株主にとって

の投票権について言えば、それは儀式的なも

のである。破産の場合にその違いは重要とな

るが、一般株より前に優先株が払い戻しを受

けるのは、その場合だけである。この優先株

の制度は、払い戻し義務によって維持され位

置付けられるだろう。現実に、優先株は今日

のような形で将来も扱われ、株式市場で売買

されることだろう。財とサービスを生産する

一般企業において提携し合う諸個人は、白動

的に企業の構成員となる。だが、問題はより

複雑である。

　これまで一部の読者は、自分たちはその批

判に同意する、と述べ、このことが協同組合

が形成された理由であることを指摘してきた。

だが、人びとは協同組合もまた企業であるこ

とを相変わらず忘れている。（会社との）違い

は資本所有の仕組み（shareho1der　structure）に

ある。各人は、その個人がどれだけ多くの資

本を有するかに拘わりなく、一票のみを有す

る。だが、われわれが論じてきた問題のすべ

てが、それで解決するだろうか。酪農協同組

合は繁栄するが、農家生産者の利益に関心を

集中して、消費者や、広くは公衆の二一ズを

忘れることがあるかも知れない。他方、小売
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協同組合は消費者のための安い品物に関心を

集中して、店の従業員の正当な賃金に関心を

払わないかも知れない。協同組合の先駆者た

ちは社会改革者であったが、彼らの協同組合

が制度化されるに連れて、それらは他の企業

と同じ問題をしばしば発展させて行った。そ

こでは、株主にとって良いことが第一義的と

なり、その他の社会的貢任は忘れ去られてい

った。

　私が先に説明したように、企業の構成員は、

法的特権だけでなく、共通の財（Common

goods）やテクノロジーのようなサービスを享

受している（？）。それゆえ、共通善（？？

comm㎝good／消費者のことか）や社会全体

も利害関係者であり、発言権をもたなければ

ならない。私の提案は、一般公衆も事業法人

のガバナンス（協治）において、常に代表さ

れなければならない、というものである。き

わめて現実的に言えば、事業法人は、経営者

や指導者、労働者、コミュニテイ、政府、な

らびに資本の供給者といった、多様な利害関

係者の利益を代表するトラストなのである。

結諭

　企業構造（企業の仕組み）は時代遅れにな

っている。それらは、杜会の根本的な必要に

役立っていない。法律は杜会に遅れている。

新しい種類の企業の仕組みが現れる時が来て

いる。

　グローバル企業は、個々の地域のコミュニ

テイには、何の忠誠心も持っていない。個々

の地域のコミュニティの経済的な必要を、特

別の目的として持つような企業形態をわれわ

れは必要としている、というのが私の主張で

ある。企業はそのとき、個々のコミュニテイ

の必要にとって有効な仕組みになっていくこ

とだろう。地域に根差した企業はそのとき、

グローバル企業に対する拮抗力となるだろう。

それらは小さいものである必要はない。それ

らは、国際的な合併によって大きくなるもの

ではない。むしろ合併は、スペインのモンド

ラゴンやイタリアのエミリア・ロマーニャの

場合のように、地域的なものとなるだろう。

この双方の場合とも、地域的な事業の仕組み

が強化され、国際的な通商にも従事している。

とりわけモンドラゴンでは、労働者が実際的

な生涯雇用の保障を得ている。その第一義的

な責任は、地域コミュニティと従業員に向け

られているのである。

　古い、グローバルな企業を改革することは、

きわめて難しい。協同組合は、コミュニテイ

に密着しているがゆえに、国民経済と世界経

済における指導的勢力となる可能性を持ちう

る存在である。協同組合が明らかな杜会的必

要に応えることができないとすれば、われわ

れの挑戦課題は、モンドラゴンにおいて行わ

れたような革新を行い（imoVate）、正確には

次のように呼ぶことのできる組織を形成する

ことになるだろう。すなわち、「協同組合企業」

（C0－OPERATIVECORPORATION）、これで
ある。
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